
基本的施策 №
指標

等
具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課

達成

度

今後の課題または成果の継続のために

具体的に取り組むこと

女性の参画を促
進する基盤づく
り

51

各種審議会など、市政に
関わる女性があらゆる政
策・方針決定過程に積極
的に参画できるよう、啓
発を行います。

市ホームページにおいて、政策・方針決定過程への女性の参
画の重要性についての記事掲載を行った。

人権・市
民相談課 3

今後も一層の女性参画が進むよう、
市広報やホームページ等を活用し、
周知啓発を行う。

52

指標

各種審議会等市政に関わ
る機関の女性委員の割合
40％を目指し、また男女
比率が、一方の性が60％
を超えない範囲を目標に
します。

「審議会等の設置運営に関する指針」に基づき、各審議会の
女性委員の割合40％を目指して取り組んでいる。（令和６年
度は33.1％）

全課 3

委員の改選等時には、女性委員比率
が40％以上、一方の性が60％を超え
ないよう、幅広く選任するよう努め
る。

53

指標

女性職員の管理職への昇
任意欲の向上と、より多
くの女性職員を管理職に
するための環境整備を進
めます。

平成２５年度から、要件を満たした全ての職員が選考対象と
なる制度へ変更した。その結果、従来の試験制度と比べ選考
の対象となる職員の裾野が広がり、女性管理職の割合は、全
体の20.5％となっている。
令和５年度から新たな取組みとして、女性職員を対象にキャ
リア形成や昇任・昇格に対する意識高揚を図る機会とするこ
とを目的とした研修を実施している。

職員課 3
今後も女性職員の管理職への昇任意
欲の向上と管理職登用の環境整備の
推進を図る。

富士見市男女共同参画プラン（第4次）の中で掲載している
ほか、国・県から送付される啓発冊子等について、関係課と
連携し、公共施設への配置をするなどして周知をしている。

人権・市
民相談課 3 今後も継続して最新の情報を提供す

る。

国・県が作成したチラシやポスターの配布等を実施した。
産業経済
課 3 今後も継続して最新の情報を提供す

る。

市政への男女共
同参画の推進

市内事業所にお
ける女性登用 54

男女労働者間に生じる格
差解消のため、ポジティ
ブ・アクション（積極的
改善措置）に関する啓発
及び情報提供に努めま
す。

基本目標Ⅳ　あらゆる分野に男女が共同参画できる環境づくり

主要課題１　政策・方針決定過程への女性の参画拡大

施策の方向(1)審議会等への女性の参画拡大

資料１

1



基本的施策 №
指標

等
具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課

達成

度

今後の課題または成果の継続のために

具体的に取り組むこと

人材育成のため
の学習機会の提
供

55

女性の活躍をテーマとし
たセミナー・研修等の開
催や、情報提供を行いま
す。

男女共同参画セミナー
テーマ：「これを知らずに働けますか…～生きづらさの正体
貧困の構造を知り、解決策を考える～」
日　程：2月2日(日)
会　場：鶴瀬西交流センター　多目的ホール
講　師：竹信三恵子氏（ジャーナリスト・和光大学名誉教
授)
定　員：50名　参加者：31名
内　容：身近なジェンダーに気づき、男女共同参画意識を高
めるためのセミナー。

人権・市
民相談課 3 今後も、女性の活躍をテーマとした

啓発や情報提供を継続的に行う。

指標

人権・市民相談課の男女共同参画コーナーにおいて、市民人
材バンクのリストや、女性活躍に関する国・県のリーフレッ
ト及びイベントのチラシ等を配架し、情報提供を行った。

人権・市
民相談課 3

関係機関と連携し、ホームページ等
も活用しながら女性の活躍の場の情
報提供について、工夫をする。

富士見市市民人材バンクの活用と、市内で活躍する女性に講
師を依頼した。

＜ふじみ野じゅく10月定例会＞
　日　程：10月18日(金)
　定　員：40名　参加者：25名
　内　容：はじめてのヨガ
<食文化講座>
　日　程：12月14日（土）
　定　員：12名　参加者：12名
　内　容：イタリア料理
<自分で作るお正月飾り＞
　日　程：12月18日（水）
　定　員：10名　参加者：10名
　内　容：アートフラワーお正月飾り
<趣味講座＞
　日　程：2月8日（土）
　定　員：10名　参加者：10名
　内　容：プリザーブドフラワーコサージュ作り

　会　場：上記全て「ふじみ野交流センター」

ふじみ野
交流セン
ター

3
今後も「富士見市市民人材バンク」
の有効活用や、市内で活躍する女性
の経験を活かせる場の提供をする。

主要課題１　政策・方針決定過程への女性の参画拡大

施策の方向(2)女性の参画促進に向けた人材の育成

基本目標Ⅳ　あらゆる分野に男女が共同参画できる環境づくり

「富士見市市民人材バン
ク」の有効活用等、市内
で活躍する女性の経験を
生かせる機会の提供や、
活動の場などの情報提供
を行います。

56
女性の活躍の場
の提供
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基本的施策 №
指標

等
具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課

達成

度

今後の課題または成果の継続のために

具体的に取り組むこと

毎年5月から翌年3月まで開催する高齢者学級「水曜学級」の
サークルのうち、7サークルにおいては、市内等で活躍され
ている方に講師を依頼した。(健康体操、コーラス、生け
花、パワーアップ体操)
また、10月1日開催の鶴瀬西交流センターフェスティバルの
舞台発表会において、市民人材バンク登録者を司会者として
起用した。

鶴瀬西交
流セン
ター

3
今後も市内で活躍する女性の経験や
技能を生かせる事業を工夫検討して
起用する。

未活用登録者については、推進員の会でモデル事業を実施
し、登用に努めた。また、広報紙の発行や活動写真展の開催
など、市民人材バンクが広く知られるよう周知に努めた。

生涯学習
課 3 今後も男女かかわらず活躍できるよ

う継続して取り組む。

子育て学習支援事業お母さんのステップアップ講座、ふじみ
青年学級で、人材バンク講師利用、2回で2人
①日　程：11月17日
　会　場：鶴瀬公民館
　参加者：12名
　内　容：サンキャッチャー作り

②テーマ：ベビーダンス
　日　時：11月15日
　会　場：鶴瀬公民館
　参加者：16名
　内　容：赤ちゃんを抱っこしたまま音楽に合わせてステッ
プをふむセラピープログラム

鶴瀬公民
館 3

今後も「富士見市市民人材バンク」
を有効活用し、子育て支援事業や障
がい者の学習支援事業において市内
で活躍する女性の経験を生かせる機
会の提供を行う。

【子育て支援事業】
・ちびっこあおむし
　ちびっこあおむしの元参加者が、子育ての経験を生かして
スタッフとして事業運営に参加。スタッフ9人。
・わくわく子ども体験室
　講師として、地域の女性が事業に参加。
　日程：7月23日　内容：貯金箱作り　参加：25人
　日程：7月25日　内容：エコチャーム作り　参加：16人

南畑公民
館 3

今後も継続して事業を実施すること
により、市内で活躍する女性の経験
を生かせる機会や活躍の場と提供す
る。

パパママのステップアップ講座の７回すべてを、女性の講師
に依頼した。また、水谷文化祭の舞台協力や講座の講師等
に、富士見市市民人材バンクを活用し、依頼した。

水谷公民
館 3 取り組みを継続する。

各種事業の講師やスタッフを女性に依頼することで、活躍さ
れる機会を増やしている。

水谷東公
民館 3 講師依頼なども男女平等になるよう

配慮する。

情報収集の場の
提供 57

市内公共施設の空スペー
ス等に男女共同参画コー
ナーを設け、常時情報の
提供を行います。

人権・市民相談課、鶴瀬西交流センター、ピアザ☆ふじみ、
針ケ谷コミュニティセンター内の男女共同参画コーナーにお
いて、国・県のリーフレット及びイベントのチラシ等を配架
し、情報提供を行った。

人権・市
民相談課 3 今後も継続的に情報提供を行う。

「富士見市市民人材バン
ク」の有効活用等、市内
で活躍する女性の経験を
生かせる機会の提供や、
活動の場などの情報提供
を行います。

56
女性の活躍の場
の提供
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基本的施策 №
指標

等
具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課

達成

度

今後の課題または成果の継続のために

具体的に取り組むこと

男性向け子育てリーフレット『富士見市でパパになる！』を
母子健康手帳交付時や妊娠中の転入者に配布し、育児休業制
度やワーク・ライフ・バランス等について周知した。

人権・市
民相談課 3

仕事と生活(家事・育児・介護・趣
味・地域活動等）が両立できるよ
う、継続的な啓発を行う。

男性向け子育てリーフレット『富士見市でパパになる！』を
母子健康手帳交付時や妊娠中の転入者に対しても配布し、育
児休業制度やワーク・ライフ・バランスについて周知した。

子ども未
来応援セ
ンター

3

男性の育児休業取得推進により、育
児に主体的な男性の教室参加も見ら
れた。男性同士で意見交換ができる
場を作る等、引き続き周知できる環
境作りに努める。

ホームページ等において、セミナーや相談会に関する情報提
供等を行ったほか、国・県が作成したチラシやポスターの配
布等を実施した。

産業経済
課 3 今後も継続して最新の情報を提供す

る。

妊産婦の健康管
理の支援 59

安心して出産・子育てが
できるよう、母子健康手
帳の交付、妊婦健康診査
受診券の発行のほか、母
性健康管理指導事項連絡
カードの利用等を進めま
す。

母子健康手帳を741名に交付し、転入妊婦を含め832名に妊婦
健康診査助成券を発行。また、仕事を持つ妊婦へは、面接や
電話等の際に母性健康管理指導事項連絡カードの周知を行っ
た。

子ども未
来応援セ
ンター

3

妊娠届出時や電話時に妊産婦の体調
等について聞き取り、必要と考えら
れる妊産婦へ引き続き母性健康管理
事項連絡カードの周知を行う。

男性向け子育てリーフレット『富士見市でパパになる！』を
母子健康手帳交付時や妊娠中の転入者に配布し、育児休業制
度やワーク・ライフ・バランスについて周知した。

人権・市
民相談課 3

仕事と生活(家事・育児・趣味・地域
活動等）が両立できる職場環境の実
現に向けて、継続的な啓発を行う。

ホームページ等において、セミナーや相談会に関する情報提
供等を行ったほか、国・県が作成したチラシやポスターの配
布等を実施した。

産業経済
課 3 今後も継続して最新の情報を提供す

る。

基本目標Ⅳ　あらゆる分野に男女が共同参画できる環境づくり
主要課題２　ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進

施策の方向(1)男女がともに働きやすい環境づくり

58

ワーク・ライフ・バラン
ス（仕事と生活の調和）
への理解を深めるととも
に、男女が家事や子育
て・介護等を共に担う意
識を啓発し、特に男性及
び事業主等への学習機会
を充実させます。また、
男性向け子育てリーフ
レットを母子手帳交付時
に併せて配布します。

ワーク・ライ
フ・バランスへ
の理解促進及び
意識啓発

働く男女の育児・介護休
業取得率が向上するよ
う、市民や事業主等に対
して育児・介護休業法に
関する啓発をし、制度活
用の促進に努めます。

60
雇用の場におけ
る男女共同参画
の促進
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基本的施策 №
指標

等
具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課

達成

度

今後の課題または成果の継続のために

具体的に取り組むこと

男性向け子育てリーフレット『富士見市でパパになる！』を
母子健康手帳交付時や妊娠中の転入者に配布し、育児休業制
度やワーク・ライフ・バランス等について周知した。

人権・市
民相談課 3

仕事と生活(家事・育児・趣味・地域
活動等）が両立できる職場環境の実
現に向けて、継続的な啓発を行う。

ホームページ等において、制度に関する情報提供等を行った
ほか、国・県が作成したチラシやポスターの配布等を実施し
た。

産業経済
課 3 今後も継続して最新の情報を提供す

る。

62

男女の均等な雇用の機
会、待遇の確保、女性労
働者の能力の開発や向上
のため、改正男女雇用機
会均等法、家内労働法、
パートタイム労働法、女
性活躍推進法等の普及を
図ります。

ホームページ等において、制度に関する情報提供等を行った
ほか、国・県が作成したチラシやポスターの配布等を実施し
た。

産業経済
課 3 今後も継続して最新の情報を提供す

る。

63

湯茶の提供や、簡易作業
を女性だけに限定する等
の男女の固定的な性別役
割分担意識の是正と就労
環境等の整備や改善につ
いて事業主等へ働きかけ
ます。

ホームページ等において、男女の固定的な性別役割分担意識
の是正と就労環境等の整備や改善についての周知を行ったほ
か、国・県が作成したチラシやポスターの配布等を実施し
た。

産業経済
課 3 今後も継続して最新の情報を提供す

る。

人権・市民相談課の男女共同参画コーナーにおいて、仕事と
子育て・介護の両立支援の冊子や、多様な働き方実践認定企
業のレポート等を配架し、情報提供を行った。

人権・市
民相談課 3

今後も仕事と子育て・介護の両立支
援の情報と合わせ、モデルとなる事
業所を紹介する。

ホームページにおいて、多様な働き方実践認定企業を掲載し
た。

産業経済
課 3 今後も継続して最新の情報を提供す

る。

多様な働き方の
支援 65

女性の多様な働き方を支
援するため、県女性キャ
リアセンター等を活用
し、職業能力の開発や向
上への支援及びフルタイ
ム労働だけでなく在宅勤
務や起業等の情報を積極
的に収集・提供します。

在宅ワーカー育成セミナーを埼玉県女性キャリアセンターと
共催で行い、セミナーに関する情報提供のほか、国・県が作
成したチラシやポスターの配布等を実施した。

テーマ：在宅ワーカー育成セミナー【入門コース】
講　師：株式会社キャリア・マム
日　程：9月7日（土）
対　象：在宅ワークに興味のある女性
内　容：在宅ワークの基礎知識や心構え
会　場：WEB（Zoom)
定　員：100人　参加：164人（富士見市18人）

産業経済課 3
今後も県に対し共催希望を出すとと
もに、広報活動を行うことで多くの
方に情報を提供し、参加を促す。

仕事と子育て・介護の両
立や、子育て支援に積極
的に取り組む企業を紹介
します。

64

働く男女の有給休暇取得
率が向上するよう市民や
事業主等に対して啓発
し、制度活用の促進に努
めます。

61

雇用の場におけ
る男女共同参画
の促進
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基本的施策 №
指標

等
具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課

達成

度

今後の課題または成果の継続のために

具体的に取り組むこと

66

内職相談事業を充実させ
ます。また、定期的に事
業所の開拓を行い、提供
する内容を充実させま
す。また、近隣市町村等
と連携し、内職事業者情
報等の収集及び情報提供
を行います。

毎週水曜日と金曜日に内職相談室において、相談事業実施。
また、広報誌において、内職委託事業所を募集。
近隣自治体と合同で求人開拓・視察研修を実施し、内職事業
者情報等の収集及び情報提供を行った。

産業経済
課 3

今後も、内職に関するチラシの配布
を行うほか、広報等での周知を合わ
せて行い、引き続き視察研修・求人
開拓等の取り組みを継続させる。

67

農業を営む家族が、男女
共同参画の意識をもって
働けるよう、就労条件な
どについて、家族の話合
いを基本とする家族経営
協定の締結を促進し、農
業等に従事する女性の地
位向上を図ります。

認定農業者や認定農業者を目指す農業者へ、制度について説
明し、締結の促進を図った。
締結件数（累計）22件・相談2件

農業振興
課 3 農業委員会、農業関係機関等と連携

した制度周知と啓発をする。

68

男女共同参画に関する全
職員の意識向上を目指
し、新たな課題や時代に
即した研修の機会を提供
します。

＜男女共同参画職員研修＞
テーマ：「男女共同参画基礎講座 ～あらゆる場面にジェン
ダーの視点を～」
講　師：埼玉県男女共同参画推進センター専門員
日　程：10月30日(水)
対　象：全職員
会　場：富士見市民総合体育館
参加者：34名
内　容：・男女共同参画社会とは・男女共同参画の現状と課
題を知る・誰もが働きやすく生きやすい世の中にするには
　※人権・市民相談課と共催

職員課 3

毎年度研修を実施することで、令和6
年度終了時点での延べ受講者数が925
名となり、広く職員に啓発できてい
ることから、今後は隔年での研修実
施により、定期的に啓発を図ってい
くこととする。

69

全職員のワーク・ライ
フ・バランス意識の向上
を図るため、残業を縮減
するための仕事の見直し
や、育児・介護を担う職
員への理解促進など、意
識啓発と就業環境の整備
を進めます。

職員の健康保持やワーク・ライフ・バランスの観点から、リ
フレッシュデイの徹底や時間外勤務管理シートの活用による
時間外勤務の縮減、また、年次有給休暇計画表の活用による
計画的な休暇の取得などの取組みを実施した。
職員１人当たりの年次有給休暇平均取得日数
　令和6年度：13日0時間
（令和5年度：14日2時間）

職員課 3

リフレッシュデイの周知徹底をはじ
め、業務処理計画表を作成すること
により年次有給休暇の計画的な取得
促進を図る等、取得日数の増加に引
き続き取り組む。

多様な働き方の
支援

事業者としての
市の取り組み
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基本的施策 №
指標

等
具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課

達成

度

今後の課題または成果の継続のために

具体的に取り組むこと

70

指標

市内企業のモデルとし
て、「富士見市特定事業
主行動計画」に基づき、
意識啓発、環境整備を行
い、介護休暇及び育児休
業等取得率の向上に努め
ます。特に、男性職員の
育児休業等の取得を促進
するため、情報提供や管
理職等の意識向上に努め
るとともに、仕事の分担
の見直し等を適宜行いま
す。

制度の周知及び取得促進に努めた。
・育児休業取得者　51人（延べ）うち男性19人（延べ）
・介護休暇取得者　1人
・子どもの出生時における「父親」の
　①妻が出産する場合の休暇取得率　85.3％
　②育児参加休暇取得率　54.5％
　③育児休業等の取得率　95.0％
　④平均育児休業取得日数　2.3ヶ月

職員課 3
引き続き制度の周知及び取得促進を
行い、男性職員の育児休業等の取得
率の維持に努める。

71

育児休業中の職員が所属
する部署に対して、必要
に応じて職員の配置を検
討します。

必要に応じて職員の異動や、会計年度任用職員の予算措置な
どを行い、必要な人員の確保に努めた。

職員課 3 各所属の状況を踏まえて、適正な職
員の配置を検討する。

72

男女がともに自己のキャ
リア形成に関して早期の
段階から意識を高く持て
るよう、研修等の実施
や、幅広く職務経験を積
むことのできる人事配置
を実施し、職員の資質向
上に努めます。

入職３か年人材育成計画の中で、入職３年目の職員にキャリ
アデザインシートの作成を組み入れている。また、主査級以
下の人事異動希望調書において、キャリアデザインの記入欄
を設けている。

職員課 3

早期から自己のキャリアデザインを
意識することは、公務を担う職員と
してモチベーションの向上に繋が
り、組織の活性化を生むものと考え
ることから、今後も引き続き意識の
向上の取り組む。

73
性別にとらわれることの
ない職員配置や業務分担
に配慮します。

性別にかかわらず、職員の能力や適性に応じて、配置・業務
分担を行っている。

職員課 3
引き続き性別にかかわらず職員の能
力を最大限に発揮できる職場環境の
維持に努める。

74

ポジティブ・アクション
（積極的改善措置）の取
り組みを推進し、女性の
登用を進めます。

管理職については、平成２５年度から、要件を満たした全て
の職員が選考対象となる制度へ変更した。その結果、従来の
試験制度と比べ選考の対象となる職員の裾野が広がり、女性
管理職の割合は、全体の20.5％となっている。
令和５年度から新たな取組みとして、女性職員を対象にキャ
リア形成や昇任・昇格に対する意識高揚を図る機会とするこ
とを目的とした研修を実施している。
主査級については、平成25年度の昇任試験方法の見直しによ
り、原則として有資格者全員を受験対象とした。その結果、
主査級の女性職員の割合は51.2％（再任用を除く）となって
いる。

職員課 3

「子育て支援☆女性活躍推進プラン
（特定事業主行動計画）」の内容を
踏まえ、引き続きポジティブ・アク
ションに取り組む。

事業者としての
市の取り組み
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基本的施策 №
指標

等
具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課

達成

度

今後の課題または成果の継続のために

具体的に取り組むこと

75

指標

保育施設の整備などによ
り、保育所の待機児童解
消を目指します。

小規模保育施設の「にじいろルーム 」の開設に取り組み、
待機児童解消に努めた。（令和7年4月開設）

保育課 3

保育施設の新設・増築に加えて、老
朽化した保育施設の建て替えや大規
模改修を計画的に実施する必要があ
る。
引き続き保育士確保が課題であるた
め、保育士等宿舎借上げ支援事業実
施の継続が必要である。

76
既存の心身障害児施設に
ついて、整備と内容の充
実に努めます。

通園療育事業：通園児24人
地域療育支援事業：延べ利用人数980人
地域療育として、相談、言語指導、機能訓練、施設支援、グ
ループ教室等を実施。
発達の遅れや障がいのある乳幼児の療育を行うとともに、保
護者に対して子育て支援を行った。

みずほ学
園 3

保育所（園）や幼稚園等と併行利用
する児童が増加しているため、それ
らの機関との連携を密にし、専門的
な支援を充実させる。また、共働き
世帯が増えているため、療育の提供
のあり方について検討する。

77
放課後児童クラブの施設
整備などにより、待機児
童ゼロを継続します。

水谷第４放課後児童クラブを新設し、令和6年4月供用開始。
定員超過のクラブについては、小学校の特別教室や体育館を
借用するなど、関係機関と連携しながら児童の生活スペース
を確保した。

保育課 3
定員超過のクラブについては、引き
続き、教育委員会や学校と特別教室
等の利用について調整する。

78

指標

ファミリー・サポート・
センター事業の充実に努
めます。

会員数1,463人（依頼会員1,267人、提供会員139人、両方会
員57人）、活動件数は、5,803件で、活発な活動となってい
る。仕事と育児の両立と子育て支援の充実を図った。

子ども未
来応援セ
ンター

2

活動件数は多いものの、提供会員が
高齢化等により減少しているため、
提供会員を増やすための取り組みと
して、会員対象講座を一般公開制と
するなど、ファミリー・サポート・
センター事業の周知を図るなどの対
策を継続する。

79
児童の健全な遊び場・居
場所となるよう児童館事
業を推進します。

・関沢・諏訪・ふじみ野児童館のそれぞれの特色を生かして
地域に密着した事業を行うとともに、子育て支援の取り組み
を行った。
・関沢児童館、ふじみ野児童館で夜間開館を実施し、中高生
の居場所づくりを行った。
・平成30年度から児童館の自主事業として、5月5日の「こど
もの日開館」を実施している。
・児童館のホームページやブログを活用し、開館情報を発信
した。

保育課 3

関沢・諏訪・ふじみ野児童館それぞ
れの特色を生かし、地域に密着した
事業や3館で連携した事業を行う。
引き続き、関沢児童館、ふじみ野児
童館での夜間開館を実施し、中高生
を対象とした居場所づくりを行うと
ともに、5月5日の「こどもの日開
館」を実施していく。また、利用促
進を図るため、ホームページやブロ
グを活用し情報発信に努める。

子育て支援事業
の充実

基本目標Ⅳ　あらゆる分野に男女が共同参画できる環境づくり

主要課題２　ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進

施策の方向(2)仕事と子育て・介護の両立支援

保育（療育）施
設の整備・充実
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基本的施策 №
指標

等
具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課

達成

度

今後の課題または成果の継続のために

具体的に取り組むこと

幼保連携型認定こども園の「泉の森ふじみ」開園に伴う子育
て支援センター開設に向け準備を行った。（令和6年6月開
設）

保育課 3
事業者と連携し、民間の支援セン
ターの運営に対する補助を継続す
る。

ふじみkids通信の発行及びホームページや富士見すくすくナ
ビを通して、毎月情報発信を行ってきた。また、電話・面接
を含め、ひろばでの相談が86件あり、子育てに悩む保護者の
支援を行った。

子ども未
来応援セ
ンター

3
保護者との信頼関係を結ぶために、
接遇を意識し、日々丁寧に保護者対
応をする。

子どもの予防接種に関する情報提供や、相談等を実施した。
健康増進
センター 3

引き続き、必要な情報が届くよう情
報提供に努める。関連性が低いた
め、次期計画から削除が望ましい。

81

子どもの教育上の悩みを
もつ保護者に対して電話
や対面での相談を行いま
す。長期間欠席児童生徒
についても相談活動や適
応指導教室「あすなろ」
での受け入れ等をとお
し、支援します。

電話、対面による相談を、のべ1,461件（R7.3.31集計時）実
施した。
また、教育支援センター（適応指導教室）「あすなろ」で
は、３１名の児童生徒を受け入れ、支援を行った。

教育相談
室 3

談話や面談での相談に加え、公民館
等を活用した出張相談や、家庭訪問
など、アウトリーチを推進する。

82

学習障害（LD）／注意欠
損・多動性障害（ADHD）
／高機能自閉症／知的障
害等、市内小・中・特別
支援学校に在籍する特別
な配慮を要する児童生徒
を支援するため、専門家
を配置し、特別支援教育
相談の充実に努めます。

障がいや特別支援、就学に関わる相談を、のべ726件
（R7.3.31集計時）実施した。また、イムス富士見総合病院
と連携した相談や、跡見学園女子大学と連携した知能検査を
行った。
特別支援教育推進プロジェクトチームを再編し、より効果的
な支援を市内で共有した。

教育相談
室 3

引き続き、イムス富士見総合病院、
跡見学園女子大学等と連携し特別支
援教育相談の充実に努める。また、
特別支援教育推進プロジェクトチー
ムを活用し、支援の向上に努める。

83

保護者の教育費に関する
負担の軽減を行うため
に、要保護・準要保護の
児童生徒への援助費や就
学児支度金新入学用品費
の支給を行います。

経済的な理由によって就学困難な児童生徒の保護者に対し
て、学用品費等を援助する就学援助を行い、義務教育の円滑
な実施を図っている。また、新入学児童生徒に対しても、就
学援助費の一部事前支給を実施した。

学校教育
課 3 今後も継続して取り組む。

子育て支援事業
の充実

80

子育て支援センターの整
備などにより、子育てに
関する情報提供や相談体
制の充実に努めます。
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基本的施策 №
指標

等
具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課

達成

度

今後の課題または成果の継続のために

具体的に取り組むこと

84

保護者の負担の軽減を図
るため、諸手当、医療費
等の助成事業を推進しま
す。

こども医療費の助成については、令和6年4月診療分から、対
象年齢を15歳年度末から18歳年度末までに拡大し、入院・通
院に係る医療費の自己負担分を助成した。

子育て支
援課 3

こどもの保健の向上と保護者の経済
的負担の軽減を図るため、助成事業
を継続する。

85

障がいのある児童を養育
する保護者の経済的負担
を軽減するため、諸手当
や医療費等の助成を行い
ます。

特別障害者手当など、等級に応じたサービスの説明を丁寧に
行った。

障がい福
祉課 3 継続して取り組む。

民間の子育て支援センターの運営に対する補助を実施し、子
育て環境を推進した。

保育課 3 民間の支援センターの運営に対する
補助を継続する。

市内11ヵ所の子育て支援センターが集まり、年5回の会議を
行った。情報交換や課題を出し合い、意見交換を行った。ま
た、10月30日には、全子育て支援センターが集まり協力しあ
い、子育て支援センター祭を開催した。

子ども未
来応援セ
ンター

3

年5回の会議は継続して行う。引き続
き普段から連絡を取り合える関係を
つくっていく。また、子育て支援セ
ンター祭の基盤が定着するよう、令
和7年度も実施し、内容の充実を図
る。

87

母子保健推進員による乳
児家庭の全戸訪問を推進
するため、推進員育成と
充実に努めます。

母子保健推進員74名に委嘱。訪問やわくわく子育てトーキン
グ、ファミリーコンサートを実施。支部会や研修会を通じ
て、推進員活動の知識や経験の普及に努めた。

子ども未
来応援セ
ンター

3

母子保健推進員による全戸家庭訪問
を出産・子育て応援給付金の伴走型
支援として取り組むため、支部会や
研修会を通じて引き続き推進員の育
成を図る。

令和６年度に、市に移管した子ども未来応援基金を活用した
団体への補助金を支給した。また、公共施設と調整を図り、
定期活動やイベント開催を支援するなど、子ども食堂や学習
支援教室など、子どもの居場所づくり団体の安定的な活動の
ための支援を行った。

子ども未
来応援セ
ンター

3

子ども食堂などの居場所づくり団体
の安定的な運営のため、子ども未来
応援基金を活用した補助金の支給や
公共施設を利用している団体に先行
予約の支援等を引き続き実施する。

「地域子ども教室」について、10教室が開催。地域や学校、
家庭と連携し、子ども達が安心安全に遊べる居場所づくりに
努めた。

生涯学習
課 3

各教室の企画運営員会と連携をとり
ながら、居場所づくりに向けた事業
を継続する。

子どもから高齢者まで、あらゆる利用者に配慮して施設を維
持管理した。
町会やボランティアにより、公園の花壇を管理いただいた。

都市計画
課 3

地域と連携を取りながら、子どもか
ら高齢者まであらゆる利用者に配慮
した公園環境の整備を進める。

ふじみ野駅西口において、点字ブロックの更新工事を実施し
た。

道路治水
課 3 引き続き、安全・安心に配慮した道

路整備を進める。

妊産婦や子ども、高齢者
等の交通弱者の安全、安
心に配慮した道路整備・
住環境整備を計画的に進
めます。

86

子育て支援事業
の充実

88

89

地域の子育て環
境の整備

民間の子育て支援セン
ターなど関係機関等と連
携し、地域における子育
て支援の充実に努めま
す。

地域と連携し、公共施設
等を利用した「地域子ど
も教室」や「子ども食
堂」などの子どもの居場
所づくり事業を進めま
す。
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基本的施策 №
指標

等
具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課

達成

度

今後の課題または成果の継続のために

具体的に取り組むこと

地域の子育て環
境の整備 90

関係機関と連携し、公共
施設等における福祉環境
の整備に努めます。

各施設管理担当課からの改修計画・要望をもとに、助言・技
術協力を行い、整備を進めた。
勝瀬中学校・水谷中学校体育館のトイレ洋式化、多機能トイ
レの整備実施。
ふじみ野小学校トイレの洋式化実施。

営繕課 3
引き続き各施設管理担当課からの改
修計画・要望を基に関係法令を遵守
し環境整備を進める。
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介護保険サービスや高齢
者福祉サービスを適切に
利用し、介護のために離
職をしなくても済むよ
う、相談・支援の充実に
努めます。

適切なサービスを必要な時に利用できるよう、パンフレット
や市広報・市ホームページなどで、介護保険等のサービスの
内容の周知を行った。また、高齢者あんしん相談センターな
どの相談窓口などについても、広く周知を行った。
窓口などの相談においては、状況に応じた助言や照会、情報
提供など適切に対応した。

高齢者福
祉課 3

必要な時に必要な相談ができるよ
う、相談窓口や介護保険制度等の周
知を引き続き行う。

各保育所において、あそぼう会や園庭開放を実施した際に、
保護者からの相談を受けることがあった。また、子育て支援
ニュースにおいて、子育てヒントを掲載したり、電話相談も
行っていることを周知した。

保育課 3 電話相談等を広く周知し、関係機関
と連携しながら継続する。

生活保護制度では、面接相談員2名、就労支援相談員2名を配
置して対応した。生活困窮者自立支援制度のうち、自立相談
支援事業については、相談員3名体制で就労支援や家計改善
等生活上の困りごとに関する相談に対応した。また、学習支
援事業については、家庭での学習環境に課題を抱える生活困
窮世帯等の小学生から高校生までを対象に、アウトリーチも
駆使しながら学習支援や進学、進路等の相談に対応した。そ
の他、令和5年度から、重層的支援体制整備移行準備事業を
実施し、市民の多様な福祉ニーズに対応する包括的な相談支
援体制の構築に努めた。

福祉政策
課 3

重層的支援体制整備移行準備事業は
令和8年度から本事業に移行する予定
であり、市民の多様な福祉ニーズに
対応する包括的な相談支援体制の構
築と充実を図る。

多様化・複雑化する相談にも対応できるよう、庁内の関係部
署や高齢者あんしん相談センターなどの関係機関と連携しな
がら、問題解決に向けて情報共有や必要な支援を行った。ま
た、高齢者あんしん相談センターが主催する介護者教室や認
知症カフェなどの周知を行い、介護者支援につなげた。

高齢者福
祉課 3

複雑な内容の相談にもきめ細やかな
対応ができるよう、重層的な支援体
制の整備を進め、関係部署・機関等
とより一層の連携を図り適切に支援
する。

児童発達支援事業所連絡会や計画相談事業所連絡会を通じ、
情報を共有し、適切なサービスにつながるよう、支援した。

障がい福
祉課 3 引き続き継続する。

93

ひとり親家庭への就労支
援等の自立支援や、生活
に関する支援の充実に努
めます。

高等職業訓練促進給付金等を支給し、修業支援を継続した。
　高等職業訓練促進給付金　7人
　高等職業訓練修了支援給付金　1人
　自立支援教育訓練給付金　4人

子育て支
援課 3 今後も制度を周知しながら、ひとり

親家庭の自立支援を推進する。
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高齢者や障がい者、子育
て家庭など、ケアを必要
とする家庭に向け、福祉
等に関する相談体制を充
実させ、家族が安心して
働ける環境づくりに努め
ます。

高齢者や障がい者、子育
て家庭など、ケアを必要
とする家庭に向け、福祉
等に関する相談体制を充
実させ、家族が安心して
働ける環境づくりに努め
ます。

介護家庭及び子
育て家庭を支え
る福祉の充実
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